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　　　　　　　　　　　　１　指定都市市長会とは１　指定都市市長会とは



指定都市とは・・指定都市とは・・

指定要件　「政令で指定する人口５０万人以上の市」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地方自治法第252条の19第1項）

　・現在、概ね人口７０万～３６０万人程度の１７都市が政令

　による指定を受けている
約２４８０万人が居住

（全人口の２割程度）

指定都市の特徴

○都道府県が処理する事務の一部を処理

○区の設置

○財政上の特例（宝くじの発行が可能）　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
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政策提案・意見表明等

指定都市間の連絡調整及び諸会議の開催

(1)　行財政の重要諸問題に関する提案・意見表明

(2)　大都市制度改革及び地方分権推進に関する提案・意見表明

(3)　国家予算に関する提案（毎年夏頃）

(4)　大都市の財源拡充に関する要望（毎年秋頃）

指定都市市長会とは・・指定都市市長会とは・・

　 大都市行財政にかかる調査・研究

全国の指定都市の緊密な連携のもとに、
大都市行財政の円滑な推進と伸張を図る

目　的

主な活動内容
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地方六団体との関係・相違点地方六団体との関係・相違点

地方六団体

○大都市の有する課題について

　 重点的に取り組むために

任意団体として創設

○全ての指定都市がメンバー

○全国市長会、全国市議会
　 議長会などの６つの団体

を指す　

　

○地方自治法の規定により

　 国に設置の届出をし、国

　 会・内閣への意見提出権

を有する団体

○１７指定都市も全国市長

　　会メンバー

指定都市市長会

３－２



組織・体制（平成２０年度）組織・体制（平成２０年度）

札幌市長　　　上 田 文 雄　　　
仙台市長　　　梅 原 克 彦
さいたま市長 相 川 宗 一　　
千葉市長　　　鶴 岡 啓 一　　
川崎市長　　　阿 部 孝 夫　　　
横浜市長　　　中 田　 宏
新潟市長　　　篠 田　 昭　　　
静岡市長　　　小 嶋 善 吉
浜松市長　　　鈴 木 康 友　　　
名古屋市長　 松 原 武 久　　
京都市長　　　門 川 大 作　　　
大阪市長　　　平 松 邦 夫
堺市長　　　　 木 原 敬 介　　　
神戸市長　　　矢 田 立 郎　　
広島市長　　　秋 葉 忠 利　　　
北九州市長　 北 橋 健 治　
福岡市長　　　吉 田　 宏

会長　名古屋市長　松原　武久

副会長　神戸市長　矢田　立郎

副会長　千葉市長　鶴岡　啓一

副会長　札幌市長　上田　文雄

指定都市市長会

事
務
局

H20.12.22　第26回指定都市市長会議

副会長　広島市長　秋葉　忠利
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Ｓ２２年　特別市制度の創設（地方自治法）

Ｓ２３年　五大市共同事務所設置

Ｓ３１年　指定都市制度発足（特別市制度廃止）

Ｓ３８年　指定都市事務局への名称変更

Ｈ１５年　全国１３の指定都市が市長会を結成

Ｈ１７年　静岡市

Ｈ１８年　堺市

Ｈ１９年　新潟市、浜松市

Ｈ２１年　岡山市が加入予定

加入

これまでの主な経緯これまでの主な経緯

８市が加入

４－２



これまでの活動実績（平成１６これまでの活動実績（平成１６～２０～２０年）①年）①

意見表明等

松原会長（写真左）が丹羽地方分権改革推進

委員会委員長に「真の地方分権改革の実現を

求める指定都市のアピール」を提出（12/25）　　

毎年度の予算編成等に向けた提案・要望等

喫緊の課題に対する提案・意見表明（随時）～過去５年で約５０回発出～

１２月２２日 　真の地方分権改革の実現を求める指定都市のアピール 

１２月２２日 　定額給付金等に関する緊急意見 

　１月１３日 　経済・雇用対策の円滑な推進に関する要望について 

直近の意見・要望活動の例

５－１



調査・研究

大都市制度に関する調査研究

安全・安心まちづくりに関する調査研究

地方分権改革推進に関する調査研究

循環型社会の構築・地球環境保全に関する調査研究

・報告書としてとりまとめ地方制度調査会等へ提出

・報告書としてとりまとめ環境省等へ提出

・報告書としてとりまとめ警察庁等へ提出

・提言書をとりまとめ地方分権改革推進委員会等へ提出

５－２指定都市市長会ホームページ：http://www.siteitosi.jp/

これまでの活動実績（平成１６これまでの活動実績（平成１６～２０～２０年）②年）②



６－１

２　第二期地方分権改革に向けた取組２　第二期地方分権改革に向けた取組



これまでの活動実績これまでの活動実績（第二期地方分権改革関係）（第二期地方分権改革関係）

H19.11　中間的な取りまとめ

H20.05　　第１次勧告

H20.12　　第２次勧告

H21 春　　第３次勧告

　　　　　　地方分権改革推進　　
　　　　 　計画

　
　　 　 　新分権一括法

【第１次提言（Ｈ19.8）】
　指定都市の基本的な考え　　　　　　　　　　　　など

【第２次提言（Ｈ20.2）】
　国・道府県・指定都市のあるべき役割分担　　など

【第３次提言(H20.10)】
法制的な仕組みの横断的な見直しに向けた提案事項

大都市における税財政制度について　　　　　　　など

　

　　　　地方分権改革推進委員会
　　　　　　　　　内　閣　府

総　務　省　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　等に提出

国（地方分権改革推進委員会等） 指定都市市長会

６－２
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第二期地方分権改革に対する指定都市の主な視点第二期地方分権改革に対する指定都市の主な視点

制　度 税財政

さらに、指定都市の果たすべき役割や実態に見合った改革提案

道府県に比肩する行財政能力を　
有する指定都市の担うべき役割

大都市制度のあり方

大都市特有の財政需要に対応　　
する都市税源の拡充強化

事務配分の特例に対応した

大都市特例税制の創設

７－１

・役割分担に応じた国と地方間

　の税の配分の是正

・国庫補助負担金の改革

・地方交付税の改革

・国と地方の役割分担の明確化

・市町村への大幅な権限移譲の推進

・国や道府県による関与の廃止・縮

　小の一層の推進



市域内における全ての道路（高速自動車道を除く）の整備・管理

権限を指定都市に移譲（経費全額は税源移譲により措置）

道 路道 路

指定都市は整備・管理にかかる技術・経験を有する

一般国道（指定区間）　　　国管理

一般国道（指定区間外）　

県道

市道

提案

指定都市

管理
指定都市

市域内の道路

７－２

現状



都市計画に関する権限を包括的に指定都市に移譲

都 市 計 画都 市 計 画

指定都市は大量・高度な基盤整備を推進しており、施策を
迅速かつ柔軟に行う必要

８－１

地元説明、調整、素案作成

ほぼそのままの案を
都市計画決定

指定都市

道府県

提案

（（事例：市街化区域と市街化調整区域の　　　　事例：市街化区域と市街化調整区域の　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　区域区分の決定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　区域区分の決定）

現状

指定都市との重複行政



義 務 教 育義 務 教 育 （ 事 例 ： 県 費 負 担 教 職 員 ）（ 事 例 ： 県 費 負 担 教 職 員 ）

学級編制や教職員定数、教職員配置等にかかる包括的な権限
を指定都市に移譲し、道府県の給与費負担を指定都市に移管
（これに伴い必要となる財源については所要額全額を税源移譲）

８－２

採用や勤務評定等
給与費負担・
定数の設定等

指定都市教育委員会 道府県教育委員会

提案

人事権と給与費
負担のねじれ

弾力的な教職員配置等の
教育施策を行ううえで支障

現状



９－１

３　大都市制度のあり方について３　大都市制度のあり方について



指定都市が果たしている役割指定都市が果たしている役割

住民に身近な基礎自治体としての役割

先端都市として都市行政を先導する役割

都市圏における中枢都市としての役割

９－２



指定都市の現状①指定都市の現状①

国土面積のわずか２.８％に
全国の約２割の人口

多くの住民に

住民登録・戸籍、福祉、義務
教育など日常生活に関わる
行政サービスを提供

住民に身近な基礎自治体
としての役割

指定都市の人口

国民の５人に1人は指定都市市民

１０－１
横浜市統計ポータルサイト大都市推計人口

（平成２０年１２月１日現在）

単位：人

市  名 人  口

札幌市 1,899,416

仙台市 1,032,005

さいたま市 1,201,819

千葉市 948,868
川崎市 1,392,471

横浜市 3,654,326

新潟市 812,294

静岡市 718,863

浜松市 813,615

名古屋市 2,250,029
京都市 1,467,599

大阪市 2,653,617

堺市 836,295

神戸市 1,534,131

広島市 1,167,637
北九州市 985,121

福岡市 1,440,682

合計 24,808,788



0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

集中治療室等病床数

(人口1万人当たり)

大学院生数

（人口1万人当たり）

国際コンベンション

開催数

（人口1万人当たり）

三次産業従業員数比率

（全国＝１）

全国 指定都市

指定都市の現状②指定都市の現状②

【高次都市機能の集積】【都市圏における社会・経済活動の中枢性】

都市圏における中枢都市としての役割

○従業者数や商業活動の面で大きな比重

○教育・文化・産業などで高度な都市機能を発揮

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

名古屋市の
中京圏に占める割合

京都市、大阪市、
堺市、神戸市の

近畿圏に占める割合

北九州市、福岡市の
北部九州圏に占める割合

人口　１９．７％

３１．１％

３３．７％

従業者数　２３．９％

４０．５％

６７．５％

３８．１％

６３．４％

商業年間商品販売額　５６．１％

出展　「平成１７年国勢調査」「平成１６年商業統計調査」

（注）圏域の設定については、指定都市の属する府県に加え、他県の市町村
　　　が含まれる場合当該県も圏域に含めることとした（中京圏：岐阜県、愛知
　　　県、三重県　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌　
　　　山県　北部九州圏：福岡県、佐賀県、大分県）

出典　「平成１７年国勢調査」「平成１７年医療施設調査」「平成１９年学校基
本調査」「2006年コンベンション統計」

１０－２

０．７７床

０．９６床

２０．５２人

３５．２７人

０．２４回

０．６９回

６７．２０％

７５．０５％



指定都市の現状③指定都市の現状③
過密や集中に起因する様々
な都市的課題が顕在化

【都市的インフラの整備】

先端都市として都市行政を先導する役割

交通混雑や安全に関わる問題

生活困窮者などに係る問題
【都市的課題】

１１－１

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

12時間平均交通量

最低居住水準　

未満世帯率

（全国＝１）

全国

指定都市

0.0 1.0 2.0 3.0

生活保護保護率

ホームレス人数

（人口1万人当たり）

保育所入所待機児童数

（人口1万人当たり）

（全国＝１）

全国

指定都市

5,337

15,507

4.17

5.36

11.85

19.16

1.25

3.18

1.55

2.03

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

救急出動回数

（人口100人当たり）

犯罪認知件数

（人口100人当たり）

（全国＝１）

全国

指定都市

【安全安心】

（出典）「平成17年国勢調査」、「道路交通センサス（平成17年度）」、「平成15年度住宅・土地統計調査」、「犯罪統計書（平成18年）」、「平成19年版救
急・救助の現況」、「大都市比較統計年表（平成18年）」、「平成18年度福祉行政報告例」、「ホームレスの実態に関する全国調査報告書（平成20年）」、「
平成18年度保育所入所待機児童数調査」

（‰）

（台／１２ｈ）

（％）

1.61

2.10

4.10

4.76



現行指定都市制度の課題①現行指定都市制度の課題①

大都市としてのポテンシャルを十分に発揮できない大都市としてのポテンシャルを十分に発揮できない

○一般の市町村と同一の制度を適用

○特例的・部分的で一体性・総合性を欠いた事務配分

○大都市の位置づけや役割が不明確

複雑・多様な大都市課題を、指定都市自らの判断と責任に
おいて、一体的に処理することが困難

道府県との二重行政の弊害

１１－２



現行指定都市制度の課題②現行指定都市制度の課題②

○道府県に代わり行う事務に要する経費が税制上措置されていない

○都市的な税源に乏しく、大都市特有の財政需要に見合う税収確保

　 ができない

３，７２４億円

地方自治法に基づくもの
土木出張所
衛生研究所

定時制高校人件費
国・道府県道の管理等

措置不足額
２，３４２億円

措置済額

１，３８２億円

大都市特例事務に応じた財源

道府県に代わって
負担している経費

税制上の措置

大都市の実態に応じた税財政制度となっていない大都市の実態に応じた税財政制度となっていない

指定都市の経済活動を反映する　　　

　都市的な税目の配分割合

指定都市を含む市町村
税の配分割合が低い

消費・流通課税
（平成２０年度予算）

法人所得課税
（実行税率）

１２－１

注　国税：平成20年度当初予算
道府県税、市町村税：平成20年度地方財政計画

市町村税3.9%
道府県税
22.6%

国税
73.5%

市町村税8.7%
道府県税
20.5% 国税

70.8%

注　１　実効税率は、法人事業税が損金算入されることを
調整した後の税率である。
２　地方法人特別税は国税だが、税体系の抜本的改革ま
での暫定措置であることから、道府県税に算入している。

注　平成２０年度予算に基づく概算（一般財源等所要額）



あるべき大都市制度にむけて・・あるべき大都市制度にむけて・・

・現行指定都市制度に変え、様々な行財政需要に応えること

ができる新たな大都市制度を創設

・消費・流通課税、法人所得課税などの都市税源の充実

・国・道府県・指定都市の役割分担に応じた国・道府県から　

の税源移譲

１２－２



札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 川崎市 横浜市

新潟市 静岡市 浜松市 名古屋市 京都市 大阪市

堺市 神戸市 広島市 北九州市 福岡市

～団結・挑戦する指定都市市長会～

１３－１




